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平成１９年度 第１回 資料９ 

 
情報公開･個人情報保護審議会 諮問・報告事項   

 
 

件

名 

郵政民営化法等の施行に伴う情報公開条例及び個人情報保護条

例の改正について 

 
 
内容は別紙のとおり 
 
 
 
 
 
 

（担当部課：   区政情報        課） 
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１ 改正理由 

 

平成１９年１０月 1 日から、郵政民営化法が施行されることに伴い、日本郵

政公社職員は国家公務員には該当しないこととなった。 

そのため、公務員の定義に関係した条文の文言調整を行う必要が生じたため、

別紙のとおり新宿区情報公開条例及び新宿区個人情報保護条例の一部を改正す

るものである。 

 

２ 改正部分の施行日 

平成１９年１０月１日 

 

３ 改正後の取扱い 

  公文書公開、自己情報開示請求の取扱いについては、変更は生じない。 
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新宿区情報公開条例新旧対照表 

改正案 現行 

(公文書の公開義務) (公文書の公開義務) 

第 7 条 実施機関は、公開請求があったとき
は、請求公文書に次の各号に掲げる情報(以
下「非公開情報」という。)のいずれかが記
録されている場合を除き、公開請求者に対

し、当該公文書を公開しなければならない。 

第 7 条 実施機関は、公開請求があったとき
は、請求公文書に次の各号に掲げる情報(以
下「非公開情報」という。)のいずれかが記
録されている場合を除き、公開請求者に対

し、当該公文書を公開しなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 略 (2) 個人に関する情報(事業を営む個人の
当該事業に関する情報を除く。)であって、
当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により特定の個人を識別する

ことができるもの(他の情報と照合するこ
とにより、特定の個人を識別することが

できることとなるものを含む。)又は特定
の個人を識別することはできないが、公

にすることにより、なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの。ただし、次

に掲げる情報を除く。 

ア 略 ア 法令等の規定により又は慣行として

公にされ、又は公にすることが予定さ

れている情報 

イ 略 イ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要かつ

やむを得ないと認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法
(昭和 22年法律第 120号)第 2条第 1項
に規定する国家公務員(独立行政法人通
則法(平成 11年法律第 103号)第 2条第
2項に規定する特定独立行政法人   
        の役員及び職員を除

く。）、独立行政法人等(独立行政法人等の
保有する情報の公開に関する法律(平成
13年法律第 140号)第 2条第 1項に規定

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法
(昭和 22年法律第 120号)第 2条第 1項
に規定する国家公務員(独立行政法人通
則法(平成 11年法律第 103号)第 2条第
2 項に規定する特定独立行政法人及び
日本郵政公社の役員及び職員を除

く。）、独立行政法人等(独立行政法人等
の保有する情報の公開に関する法律(平
成 13年法律第 140号)第 2条第 1項に
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する独立行政法人等をいう。以下同じ。）

の役員及び職員、地方公務員法(昭和 25
年法律第 261 号)第 2 条に規定する地方
公務員並びに地方独立行政法人(地方独
立行政法人法(平成 15 年法律第 118 号)
第 2条第 1項に規定する地方独立行政法
人をいう。以下同じ。）の役員及び職員を

いう。）である場合において、当該情報が

その職務の遂行に係る情報であるとき

は、当該情報のうち、当該公務員等の職、

氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分 

規定する独立行政法人等をいう。以下

同じ。）の役員及び職員、地方公務員法

(昭和 25年法律第 261号)第 2条に規定
する地方公務員並びに地方独立行政法

人(地方独立行政法人法(平成 15 年法律
第 118号)第 2条第 1項に規定する地方
独立行政法人をいう。以下同じ。）の役

員及び職員をいう。）である場合におい

て、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち、

当該公務員等の職、氏名及び当該職務

遂行の内容に係る部分 

(3)以下 略 (3)以下 略 
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新宿区個人情報保護条例新旧対照表 

改正案 現行 

(保有個人情報の開示義務) (保有個人情報の開示義務) 

第 19条 実施機関は、開示請求があったとき
は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報(以下「非開示情報」という。)
のいずれかが含まれている場合を除き、開

示請求を行った者(以下「開示請求者」とい
う。)に対し、当該保有個人情報を開示しな
ければならない。 

第 19条 実施機関は、開示請求があったとき
は、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報(以下「非開示情報」という。)
のいずれかが含まれている場合を除き、開

示請求を行った者(以下「開示請求者」とい
う。)に対し、当該保有個人情報を開示しな
ければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 略 (2) 開示請求者(前条第 2項の規定により未
成年者又は成年被後見人の法定代理人が

本人に代わって開示請求を行う場合にあ

っては、当該本人をいう。以下この号、

次号及び第 7 号並びに次条第 2 項におい
て同じ。)以外の個人に関する情報(事業を
営む個人の当該事業に関する情報を除

く。)であって、当該情報に含まれる氏名、
生年月日その他の記述等により開示請求

者以外の特定の個人を識別することがで

きるもの(他の情報と照合することによ
り、開示請求者以外の特定の個人を識別

することができることとなるものを含

む。)又は開示請求者以外の特定の個人を
識別することはできないが、開示するこ

とにより、なお開示請求者以外の個人の

権利利益を害するおそれがあるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

ア 略 ア 法令等の規定により又は慣行として

開示請求者が知ることができ、又は知

ることが予定されている情報 

イ 略 イ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、開示することが必要であ

ると認められる情報 
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ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法
(昭和 22年法律第 120号)第 2条第 1項
に規定する国家公務員(独立行政法人通
則法(平成 11年法律第 103号)第 2条第
2項に規定する特定独立行政法人   
     の役員及び職員を除く。)、
独立行政法人等の役員及び職員、地方公

務員法(昭和 25年法律第 261号)第 2条
に規定する地方公務員並びに地方独立

行政法人の役員及び職員をいう。)であ
る場合において、当該情報がその職務の

遂行に係る情報であるときは、当該情報

のうち、当該公務員等の職、氏名及び当

該職務遂行の内容に係る部分 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法
(昭和 22年法律第 120号)第 2条第 1項
に規定する国家公務員(独立行政法人通
則法(平成 11年法律第 103号)第 2条第
2 項に規定する特定独立行政法人及び
日本郵政公社の役員及び職員を除く。)、
独立行政法人等の役員及び職員、地方

公務員法(昭和 25年法律第 261号)第 2
条に規定する地方公務員並びに地方独

立行政法人の役員及び職員をいう。)で
ある場合において、当該情報がその職

務の遂行に係る情報であるときは、当

該情報のうち、当該公務員等の職、氏

名及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(3)以下 略  (3)以下 略 

  

 

 


